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調査概要

2

オンライン化等による行政サービス全体の利便性向上に向け、行政手続等の実態を詳細に把握するための調査を実施

本調査結果等の公表は、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成14年法律第151号）第25条に基づくもの

◆ 調査対象機関 国の行政機関（26府省庁等）　※個別手続ごとに、「法令を所管する府省」又は「手続を実施する府省庁」において調査

◆ 調査対象手続 各府省が所管する法令において規定されている全手続

◆ 調査時点 令和7年11月1日時点

◆ 調査回答期間 令和7年11月～令和8年3月

◆ 結果取りまとめ期間 令和8年4月～令和8年8月

◆ 主な調査項目 基本項目（所管府省、手続名、根拠法令、手続類型、手続主体、受け手 等）

手続の実態に関する項目（オンライン化の状況、年間手続件数、申請等の際に求める情報・書類 等）

    ※本調査結果等において、年間手続回数については、原則、数値として回答のあったもののみを集計している。
    ※年間手続回数は年度の記載がない限り、原則令和6年4月1日～令和7年3月31日の情報を集計している。
    ※オンライン手続回数や非オンライン手続回数が不明等の場合、オンライン化率等の計算には含めていない。
    ※自治体が窓口となっている手続等については正確な件数の把握が困難なものもあることから、本調査結果には推定値が含まれる点に留意されたい。
    ※本資料において、グラフと表の数値（％）については、四捨五入の関係上、一致しない場合がある。
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オンライン化の実施状況
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令和7年度調査における76,275種類の手続のうちオンライン化実施済は40,932種類（53.7％）で、令和6年度から2,195種類増加した。

一方、オンライン化未実施の手続は費用対効果が小さい又は不明等の理由により、令和6年度から272種類増の22,943種類（30.1％）となった。

令和6年度からオンライン化実施済の手続数が主に増加したシステムは、電子メールを除くと、e-Gov（358種類）・産業保安システム（54種類）・マイナポータル（36種類）であり、e-Gov・マイナポータル等の共通基盤の活用が広がっていることがうかがえる。

であり、e-Gov・マイナポータル等の共通基盤の活用が広がっていることがうかがえる。

令和6年度調査 オンライン化状況（75,071種類）

令和7年度調査 オンライン化状況（76,275種類）

オンライン化の実施状況： 実施済（R6年度調査は一部実施済含む） 未実施 その他（適用除外/不明含む）
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手続種類数と年間手続件数の関係
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年間手続件数が100万回以上の手続は184種類にすぎないが、年間件数の大半（95.1％）を占め、オンラインで申請できる手続の割合は約8割（83.7％）と高い。

1,000回以上1万回未満の手続のオンライン化率は約6割（58.5％）と最も低い。資格・免許等の業種別の許認可手続が多く、優先順位付けが難しい層であることがうかがえる。

1回以上10回未満の手続はオンラインで申請できる手続の割合が約7割（72.0％）と高く、電子メールでのオンライン化が多いためと考えられる。

年間手続件数： 100万回以上 10万回以上100万回未満 1万回以上10万回未満 1,000回以上1万回未満100回以上1,000回未満10回以上100回未満 1回以上10回未満 0回 不明

100万回以上 10万回以上
100万回未満

1万回以上
10万回未満

1,000回以上
1万回未満

100回以上
1,000回未満

10回以上
100回未満

1回以上
10回未満 0回 不明 総計

手続種類数
184

（0.2％）

401
（0.5％）

909
（1.2％）

1,638
（2.1％）

2,713
（3.6％）

4,570
（6.0％）

7,514
（9.8％）

31,108
（40.8％）

27,238
（35.7％）

76,275
（100％）

オンライン化率（手続の種類数に対してオンライン対応している手続の割合）
オンライン化率（手続の種類数に対してオンライン対応している手続の割合）

83.7％ 70.1％ 61.8％ 58.5％ 61.8％ 65.3％ 72.0％ 57.3％ 40.7％ 53.7％

年間手続件数（万回）（合計）
317,808
（95.1％）

12,717
（3.8％）

3,068
（0.9％）

553
（0.2％）

98
（0.0％）

15
（0.0％）

2
（0.0％）

0
（0.0％）

̶
334,264
（100％）

オンライン利用率（オンライン対応している手続の中で、実際にオンラインで処理された年間件数の割合）
オンライン利用率（オンライン対応している手続の中で、実際にオンラインで処理された年間件数の割合）

83.5％ 62.5％ 54.8％ 50.2％ 56.8％ 65.0％ 69.3％ ̶ ̶ 86.0％
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手続類型と年間手続件数の関係
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年間手続件数が0回の手続は31,108種類（全体の40.8％）に上り、申請等・処分通知等の類型に多く、特定事由の発生時のみ行われる手続が集中していることがうかがえる。

年間手続件数100万回以上の手続184種類のうち111種類が手続類型・申請等であり、高頻度の手続の大部分を民間から行政への申請が占めている。

手続種類数

年間手続件数： 100万回以上 10万回以上100万回未満 1万回以上10万回未満 1,000回以上1万回未満100回以上1,000回未満10回以上100回未満 1回以上10回未満 0回 不明

手続類型 100万回以上 10万回以上
100万回未満

1万回以上
10万回未満

1,000回以上
1万回未満

100回以上
1,000回未満

10回以上
100回未満

1回以上
10回未満 0回 不明 総計

1 申請等 111種類 263種類 593種類 1,087種類 1,808種類 2,927種類 4,587種類 14,789種類 11,017種類 37,182種類

2-1 申請等に基づく処分通知等 38種類 78種類 173種類 304種類 483種類 813種類 1,388種類 5,587種類 4,275種類 13,139種類

2-2 申請等に基づかない処分通知等 13種類 36種類 77種類 152種類 259種類 513種類 842種類 8,110種類 5,825種類 15,827種類

2-3 交付等（民間手続） 6種類 3種類 9種類 12種類 23種類 16種類 22種類 311種類 1,570種類 1,972種類

3 縦覧等 2種類 5種類 6種類 10種類 36種類 92種類 321種類 1,138種類 1,501種類 3,111種類

4 作成・保存等 14種類 16種類 51種類 73種類 104種類 209種類 353種類 1,173種類 3,050種類 5,043種類

その他（類型未設定） 0種類 0種類 0種類 0種類 0種類 0種類 1種類 0種類 0種類 1種類

合計 184種類 401種類 909種類 1,638種類 2,713種類 4,570種類 7,514種類 31,108種類 27,238種類 76,275種類
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オンライン実施状況（主体、受け手）
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住民・企業等から国・地方自治体への申請手続のオンライン化率およびオンライン利用率の調査結果は以下のとおりである。

国等への申請手続については、オンライン化率が約7割（73.9％）、オンライン利用率が約8割（78.5％）である。

地方自治体等への手続については、オンライン化率が約5割（48.2％）である一方、オンライン利用率は約3割（28.9％）にとどまっており、整備状況と実際の利用の間に乖離が見られることから、利用促進に向けた取組を引き続き進めることが重要である。

地方自治体等への手続については、オンライン化率が約5割（48.2％）である一方、オンライン利用率は約3割（28.9％）にとどまっており、整備状況と実際の利用の間に乖離が見られることから、利用促進に向けた取組を引き続き進めることが重要である。

地方自治体等への手続では、電子メールでのオンライン化が多く年間手続件数が把握しづらいことから、オンライン利用率の実態把握に向けて地方自治体との情報共有のあり方を引き続き検討することが望ましい。

地方自治体等への手続では、電子メールでのオンライン化が多く年間手続件数が把握しづらいことから、オンライン利用率の実態把握に向けて地方自治体との情報共有のあり方を引き続き検討することが望ましい。

オンライン化率 手続の種類数に対してオンライン対応している手続の割合

手続種類数

オンライン利用率 オンライン対応手続の中で、実際にオンラインで処理された年間手続件数の割合

年間手続件数（万回）

    ※ 適用除外（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成14年法律第151号）第10条第１項に基づき、オンライン化になじまない手続として、政令で規定する適用除外の対象手続）を含む
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オンライン申請の実現方法
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オンライン化されている手続のうち約6割（56.8％）は行政機関が準備したシステム等を通じて行われ、約4割（42.9％）はメールで行われている。

オンラインで処理可能な手続の種類が最も多いシステムは、今後オンライン化実施予定の手続も含めると「電子政府の総合窓口システム(e-Gov)」となる。

NACCSのように少数の手続に年間件数が集中するシステムもある。オンライン化の推進にあたっては、手続種類数のみならず年間件数規模も考慮することが重要である。

手続種類数※
18,075

行政機関が準備した
システム等
56.8％

電子メール
42.9％

情報システム
（申請）

※ 対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）・オンライン化実施済
※ 対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）・オンライン化実施済
※ 対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）・オンライン化実施済
※ 対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）・オンライン化実施済

無回答 0.3%
        情報システムに占める電子メールの割合とその他システムの分布
      手続種類数　法令にて定められた手続種類の数

 実施済
            

 実施予定
          

年間手続件数（万回）　1年間で手続が行われた回数の合計

 オンライン回数（実施済）
          

        ※ 情報システム（申請）ありの手続（無回答を除く。）を対象とした。手続種類数はオンライン化実施済及び実施予定の合計、年間手続件数はオンライン化実施済のみを計上している。なお、手続種類数が500種類以上のものを抽出して表示しており、500種類未満の主要なシステムは以下のとおり。
        ※ 情報システム（申請）ありの手続（無回答を除く。）を対象とした。手続種類数はオンライン化実施済及び実施予定の合計、年間手続件数はオンライン化実施済のみを計上している。なお、手続種類数が500種類以上のものを抽出して表示しており、500種類未満の主要なシステムは以下のとおり。
        行政手続ＰａａＳ（Ｇビズフォーム）（314種類／年間0.7万回）、介護サービス情報公表システム（178種類）、医薬品医療機器申請・審査システム（120種類／年間22.2万回）、地方税ポータルシステム（eLTAX）（138種類／年間212.7万回）、放射性同位元素等規制法に係る運用管理システム（111種類）
              行政手続ＰａａＳ（Ｇビズフォーム）（314種類／年間0.7万回）、介護サービス情報公表システム（178種類）、医薬品医療機器申請・審査システム（120種類／年間22.2万回）、地方税ポータルシステム（eLTAX）（138種類／年間212.7万回）、放射性同位元素等規制法に係る運用管理システム（111種類）
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オンライン化されていない要因
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オンライン化されていない手続を種類数ベースで分析すると、約5割（53.5％）の手続が「オンライン化の費用対効果が小さい又は不明」と回答している。

一方、年間手続件数ベースでは「オンライン化実施予定」が約5割（49.7％）となっており、「オンライン化の費用対効果が小さい又は不明」が約3割（32.3％）となっている。

年間手続件数が1,000回以上1万回未満の件数帯は、オンライン化率が最も低い一方、オンライン化実施予定の割合も高く、今後のオンライン化推進が期待される。

    ※オンライン化実施状況が「未実施」「適用除外」「その他」の手続のみ
  © Digital Agency, Government of Japan



オンライン化のポイント① 手数料の納付方法
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手数料納付が必要な手続のうち、手続種類数ではオフライン納付のみの手続が約6割（63.1％）となる。

年間手続件数ベースで見ても、オフライン納付のみの手続が約2割（22.7％）存在し、そのうち行政機関の窓口及びペイジー（ATM）が大部分を占める。

オンライン納付手段としてはペイジー（ネットバンキング）、クレジットカードが多く、利用者の利便性向上の観点から、オンライン納付環境の整備を図ることが求められる。

※オフライン納付：インターネットを使わない納付方法（行政機関の窓口・銀行の窓口・ペイジー（ATM）・コンビニ等代理施設等）

手数料納付オンライン割合（申請等、民間→国等・地方）

手続種類数（3,305種類） 年間手続件数（35,762万回）

オフラインのみ オンライン・オフライン併用 オンラインのみ 不明

※対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）・手数料納付有り。

手数料納付手続種類数（申請等、民間→国等・地方）

納付手段別（手続種類数）

オフライン オンライン

※1手続につき複数回答可。
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オンライン化のポイント② 添付書類を求める手続（手続種類数）
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国民・事業者の申請手続において求められる添付書類は、住民票の写し（1,814種類）・戸籍謄本（915種類）などが多い。

事業者の手続の際に求められる添付書類については、登記事項証明書（商業）（2,791種類）・定款（2,535種類）・決算書（1,627種類）が多い。

手続種類数

年間手続件数： 100万回以上 10万回以上100万回未満 1万回以上10万回未満 1,000回以上1万回未満100回以上1,000回未満10回以上100回未満 1回以上10回未満 0回 不明

    ※対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）（26,447種類、複数回答可）。複数の書類を含む「その他の添付書類」「資格証明書（くるみん認定等）」と、該当手続が200種類未満の選択肢は除く。
    ※対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）（26,447種類、複数回答可）。複数の書類を含む「その他の添付書類」「資格証明書（くるみん認定等）」と、該当手続が200種類未満の選択肢は除く。※ 本グラフは、個別法令において添付書類の提出が規定されている手続を示すものであり、窓口において実際に提出が求められているかどうかは数値に反映していない。なお、行政機関間のバックオフィス連携等により添付書類の提出が省略されている場合も存在する（例：戸籍情報連携システムによる戸籍謄本の省略）。
  ※ 本グラフは、個別法令において添付書類の提出が規定されている手続を示すものであり、窓口において実際に提出が求められているかどうかは数値に反映していない。なお、行政機関間のバックオフィス連携等により添付書類の提出が省略されている場合も存在する（例：戸籍情報連携システムによる戸籍謄本の省略）。
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オンライン化のポイント② 添付書類を求める手続（年間手続件数）
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国民・事業者の申請手続において求められる添付書類は年間手続件数ベースで見た場合、住民票の写し・戸籍謄本などが多い。

事業者の手続の際に求められる添付書類については、登記事項証明書（商業）、所得証明書・納税証明書などが多いと考えられる。

なお、本データは法令上の規定に基づくものであり、バックオフィス連携等により実際には提出を省略できるものも含まれる点に留意が必要である。

年間手続件数

年間手続件数： 100万回以上 10万回以上100万回未満 1万回以上10万回未満 1,000回以上1万回未満100回以上1,000回未満10回以上100回未満 1回以上10回未満 0回 不明

    ※対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）（26,447種類、複数回答可）。複数の書類を含む「その他の添付書類」「資格証明書（くるみん認定等）」と、該当手続が200種類未満の選択肢は除く。
    ※対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）（26,447種類、複数回答可）。複数の書類を含む「その他の添付書類」「資格証明書（くるみん認定等）」と、該当手続が200種類未満の選択肢は除く。※ 本グラフは、個別法令において添付書類の提出が規定されている手続を示すものであり、窓口において実際に提出が求められているかどうかは数値に反映していない。なお、行政機関間のバックオフィス連携等により添付書類の提出が省略されている場合も存在する（例：戸籍情報連携システムによる戸籍謄本の省略）。
  ※ 本グラフは、個別法令において添付書類の提出が規定されている手続を示すものであり、窓口において実際に提出が求められているかどうかは数値に反映していない。なお、行政機関間のバックオフィス連携等により添付書類の提出が省略されている場合も存在する（例：戸籍情報連携システムによる戸籍謄本の省略）。
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オンライン化のポイント② 添付書類を求める手続（オンライン化率・手続種類数ベース）

12

手続種類数ベースでは戸籍謄本の提出を必要とする手続のオンライン化率は約5割（44.4％）と低い一方、決算書では約8割（80.6％）と高い。

他の添付書類を求める手続では、オンラインで申請できる割合は約6～7割（56.1～72.8％）となっている。

法人・不動産の登記事項証明書は行政機関間の情報連携が可能となったことから、これらを求める手続においてオンライン化が進んでいる。

行政機関間の情報連携の拡充がオンライン化率向上の鍵となることから、他の添付書類についても同様のアプローチが期待される。

オンライン化率 手続の種類数に対してオンライン対応している手続の割合 実施済 未実施 その他 手続種類数

※対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）（26,447種類、複数回答可）。複数の書類を含む「その他の添付書類」「資格証明書（くるみん認定等）」と、該当手続が200種類未満の選択肢は除く。
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オンライン化のポイント② 添付書類を求める手続（オンライン利用率・年間手続件数ベース）

13

年間手続件数（実際に処理された回数）ベースで見ると、オンラインで処理された割合（オンライン利用率）は書類により約2～7割（17.4～72.0％）と幅がある。

年間手続件数が最も多い登記事項証明書（商業）（約8,140万回）はオンライン利用率が17.4％にとどまっており、書類間でオンライン利用率に大きな差がある。

手続種類数ベースではオンライン化の対応が進んでいても、手続件数ベースでのオンライン化が進んでいないことから、利用実態を踏まえた利用促進に向けた取組が重要である。

オンライン利用率 年間手続件数ベースで実際にオンラインで処理された手続の割合 オンライン 非オンライン その他 年間手続件数

    ※オンライン利用率＝オンライン手続件数÷（オンライン手続件数＋非オンライン手続件数）。年間手続件数（「19-1. 総手続件数」）の回答がある手続で集計。
  © Digital Agency, Government of Japan



オンライン化のポイント③ 年間手続件数の構成比と添付書類の関係

14

年間手続件数が少ない手続ほど電子メールの利用比率が高く、電子メール手続が求める添付書類の約6割（60.0％）が「その他の添付書類」に分類される。

「その他の添付書類」には図面・地図・写真など情報連携による省略対応が困難なものが少なくないが、同一書類の繰り返し提出の負担軽減に向けてはＧビズポータルの電子ロッカー機能等により提出済み情報を複数手続で再利用できる環境の整備を進めることが有効と考えられる。

「その他の添付書類」には図面・地図・写真など情報連携による省略対応が困難なものが少なくないが、同一書類の繰り返し提出の負担軽減に向けてはＧビズポータルの電子ロッカー機能等により提出済み情報を複数手続で再利用できる環境の整備を進めることが有効と考えられる。

※「その他の添付書類」とは、住民票・戸籍・登記事項証明書・印鑑登録証明書・所得証明書・健康保険証明書・定款・決算書・社員名簿・営業許可証・資格証明書のいずれにも該当しない書類

        年間手続件数規模別 手続種類数の構成比
      縦軸：手続種類数、横軸：年間手続件数

電子メール
        

行政機関が準備したシステム等
      ※対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）・オンライン化実施済・年間手続件数1件以上（無回答除く）

※対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）・オンライン化実施済・年間手続件数1件以上（無回答除く）

        電子メール手続が求める添付書類の種類（手続種類数・複数回答）
      添付書類を求める手続種類数

※対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）・オンライン化実施済のうち電子メール手続で添付書類あり（手続種類数・複数回答）。その他は添付書類あり電子メール手続の約60.0%。
※対象：手続類型「1 申請等」・主体＝民間（国民等・民間事業者等）→受け手＝行政（国等・地方）・オンライン化実施済のうち電子メール手続で添付書類あり（手続種類数・複数回答）。その他は添付書類あり電子メール手続の約60.0%。
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    調査結果まとめ
  

15

デジタルファースト原則の達成状況 ― オンライン化率の7年間の推移 ワンスオンリー原則 ― 添付書類省略の状況
（電子メール手続に残存する添付ファイル）

● 令和元年度調査の12％から令和7年度調査の53.7％へと、オンラインで申請・届出等が可能な手続の割合は着実に拡大し、件数ベースのオンライン利用率は86.0％に達している。特に高頻度手続のオンライン化は概ね完了した。

令和元年度調査の12％から令和7年度調査の53.7％へと、オンラインで申請・届出等が可能な手続の割合は着実に拡大し、件数ベースのオンライン利用率は86.0％に達している。特に高頻度手続のオンライン化は概ね完了した。

● 残る未オンライン化手続や添付書類の省略が進んでいない手続は、費用対効果が見込みにくいと各府省庁が判断している領域に集中している。今後は、手続の受付をオンライン化することにとどまらず、添付書類の省略（ワンスオンリー原則）を軸として、行政手続のデジタル化をさらに深化させる段階にある。

残る未オンライン化手続や添付書類の省略が進んでいない手続は、費用対効果が見込みにくいと各府省庁が判断している領域に集中している。今後は、手続の受付をオンライン化することにとどまらず、添付書類の省略（ワンスオンリー原則）を軸として、行政手続のデジタル化をさらに深化させる段階にある。

● この課題に対応するためには、添付書類の電子化および行政機関間のデータ連携を一体的に推進することが不可欠である。個人に関する書類についてはマイナンバーを活用した情報連携のさらなる拡大を図るとともに、登記事項証明書（商業登記）については本年稼働を開始した法人ベース・レジストリの利用促進を着実に進めていく必要がある。また、同一書類の繰り返し提出による負担軽減に向けては、Ｇビズポータルの電子ロッカー機能の活用を促進していく。

この課題に対応するためには、添付書類の電子化および行政機関間のデータ連携を一体的に推進することが不可欠である。個人に関する書類についてはマイナンバーを活用した情報連携のさらなる拡大を図るとともに、登記事項証明書（商業登記）については本年稼働を開始した法人ベース・レジストリの利用促進を着実に進めていく必要がある。また、同一書類の繰り返し提出による負担軽減に向けては、Ｇビズポータルの電子ロッカー機能の活用を促進していく。

この課題に対応するためには、添付書類の電子化および行政機関間のデータ連携を一体的に推進することが不可欠である。個人に関する書類についてはマイナンバーを活用した情報連携のさらなる拡大を図るとともに、登記事項証明書（商業登記）については本年稼働を開始した法人ベース・レジストリの利用促進を着実に進めていく必要がある。また、同一書類の繰り返し提出による負担軽減に向けては、Ｇビズポータルの電子ロッカー機能の活用を促進していく。

● デジタル庁は、自治体DX推進計画とも連携しながら、e-Gov等の共通基盤の活用およびＧビズポータルの機能拡充を通じて、国・地方を問わず国民・事業者が手続を一元的に検索・申請できる環境の実現に取り組んでいく。

デジタル庁は、自治体DX推進計画とも連携しながら、e-Gov等の共通基盤の活用およびＧビズポータルの機能拡充を通じて、国・地方を問わず国民・事業者が手続を一元的に検索・申請できる環境の実現に取り組んでいく。
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各行政機関における令和7年度行政手続等の棚卸調査結果（参考）

16

行政機関 URL

内閣府 https://www.cao.go.jp/others/csi/it/gyouseijouhou.html

内閣官房 https://www.cas.go.jp/jp/siryou/2025online.html

内閣法制局 https://www.clb.go.jp/contact/data/

人事院 https://www.jinji.go.jp/seisaku/jinji-etc/kouritu/kanmindata/soudan.html

復興庁 https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat10/sub-cat10-3/20250711155641.html

総務省 https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/gyoumukanri_sonota/jouhouka/online.html

法務省 https://www.moj.go.jp/hisho/jouhoukanri/hisho09_00075.html

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/oshirase/index.html

財務省 https://www.mof.go.jp/about_mof/other/e-j/index.html

文部科学省 https://www.mext.go.jp/b_menu/denshika/06032819/index.htm

厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/jyouhouseisaku/kanmin_data.html

農林水産省 https://www.maff.go.jp/j/kanbo/joho/kanmindata/index.html

経済産業省 https://www.meti.go.jp/main/zyoukyou.html

国土交通省 https://www.mlit.go.jp/appli/file000020.html

環境省 https://www.env.go.jp/other/gyosei-johoka/jyoho-tuusin/

防衛省 https://www.mod.go.jp/j/presiding/service/contact/index.html

宮内庁 https://www.kunaicho.go.jp/kunaicho/shiryo/joho/tetsuzuki.html

公正取引委員会 https://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/denshiseihu/gyouseitetudukir07_.html

国家公安委員会・警察庁 https://www.npa.go.jp/policies/policy/online.html

個人情報保護委員会 https://www.ppc.go.jp/news/other/#h29

カジノ管理委員会 https://www.jcrc.go.jp/about/plans/online.html

金融庁 https://www.fsa.go.jp/common/about/gj-suisin/online.html

消費者庁 https://www.caa.go.jp/policies/application/inquiry/statistics

こども家庭庁 https://www.cfa.go.jp/policies/jyouhouseisaku/

会計検査院 https://www.jbaudit.go.jp/pr/other/system.html

※各府省庁の順は、内閣法、内閣府設置法及び国家行政組織法等に定める序列に準拠した。なお、会計検査院は憲法上独立した機関であることから、末尾に配置した。
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